佐々木信夫私案
自治基本条例の柱立て
１住民自らの自治宣言

　地域の視点に立った「住民の・住民による・住民のための自治運営」の宣言

２住民の権利と義務

①住民は主権者として行政参画の権利を有すると共に、同じ程度の義務を負う

　②住民納税の義務を負う。税の使途について自治体に報告を求め監視する権利をもつ

　③地域で活動する事業者（企業、団体、学校など）も参加の権利と義務を負う

３自治体の運営原則

　自治体の経営は市民の信託に応えるべく最小の費用で最大の効果を上げるよう努力

４議事機関のしくみと運営

　①議事機関として議会をおき、それは住民により直接選挙された議員から構成される

　②議会は条例、予算、主要契約など行政運営に関わる基本的事項を決定する役割を負う

　③住民に開かれた議会となるよう努力し、議会自ら議員の多選制限など自己規律を保つ

５執行機関のしくみと運営

①首長は執行機関を代表し、行政執行については誠実かつ全力で職務遂行に当る

　②職員は首長の指揮の下で全力を挙げて職務に専念しなければならない

　③行政機構は簡素で効率的、開かれたな組織とし、首長の多選制限など自己規律を保つ

６自治体運営のシステム

　 ①自治体の行政運営の指針となる総合計画、分野別基本政策の条例の制定など

　 ②住民投票、情報公開、行政評価、行政手続について一般条例化を図る

　 ③パブリックコメントやＩＴ推進、新たな住民参画の方法について前向きに努力をする

　 ④住民の権利救済の仕組みを制度化する。必要ならオンブズマン制度の導入も検討する

７財務会計、財政運営の原則

　①効率性・公正性の確保、健全性確保、財政秩序の適正化を財政運営の原則とする

　②課税原則、財務公表の原則、及び企業的会計手法、外部監査制度の創設などを規定

　③新たな財源確保についても努力し、必要なら法定外目的税等の新税についても創設

８住民との協働　　　

　地域ガバナンスを実現する上でのＮＰＯ、各種団体、企業、市民との協働を明記する

９自治体間、国との連携・協力　

　隣接自治体、他市町村、都道府県、国、さらに海外自治体との連携協力を強化する

10最高法規性の規定、11改正手続　

　本条例は基本条例であり他の各条例の上位に位置づけられる最高法規性をもつ旨を明記

　

　条例の改正手続について(特別多数を要件とするなど改正の慎重さを確保)について明記
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